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1 概況

く1J -般経済の概況
景気は, -部に弓弓さがみられるものの- 回復しているo

企業収益は,
る.

雇用情勢は1
個人消費はl
住宅建設はl
る.

改善に足踏みがみられるq 設備投資は,緩やかに増加してい

厳しさが残るなかで,このところ改善に足踏みがみられる.
おおむね横ばいとなっている.
持ち直しの動きがみられるものの,依然として低い水準にあ

l翰出ほ,増加してblるo 生産はl緩やかに増加してV-るo

先行きについては,企業部門が底堅く推移し- 景気回復が続くと期待されるo
-方- サブプライム住宅ロ-ン間題を背景とするアメリカ経済の下振れリスクや
金融資本市場の変動,原油価格の動向が内外経済に与える影響等には留意する必
要があるo

く21 労働経済の概況
労働経済面をみると,雇用情勢は1厳しさが残るなかで,このところ改善に足

踏みがみられる く第1図Jo

-完全失業率は, 11月は前月比0.2%ポイント低下し, 3.8%となった.
. 15-24歳層の完全失業率はl高水準ながら低下候向で推移しているo
.有効求人倍率は- 低下しているo
.新規求人数は,減少しているo
.就菓者数柱季飾調整値で2ケ月連続で増加したo 雇用者数は季飾詞整値で
2ケ月連続で増加したo
.製造業の残業時間は.増加しているo
.定期給与は横ばい圏内で推移しているo 現金給与総額は弱含みで推移して
いるh

2

く11

-般経済

貨告滞許欝鵠詣缶ヶ貨告滞許欝鵠詣缶ヶ
月ぶりに減少した く第2図1.
業種別にみると, 11月は-殻機械工業.電子部晶.デバイス工業,その他工業

等が低下しl電気機械工菓,金属製品工業,鉄鋼業等が上昇
出荷は1,7%減と低下した9 在庫は1.7%増と上昇した.
今後の動向については.製造工業生産予測調査によると,

4.0%増の後,平成20年1月は横ばいとなっているp

したo

製造工業生産柱12月

く21最終需要の動向をみると,

前月臥速臥以下同じ川,前月臥速臥以下同じ川,
,10月D.1%増の後1 11月1.0%減となった.うち勤労者世帯では10月o.6%増の
後1 11月2.7%減となったo 勤労者世帯の平均消費性向 く季節調整値lは10月
74.7%の後. 11月73.7%となった く第3図I.
消費者態度指数の推移をみると1 2007年7-9月期 く季節調整済前期差,は

o.4ポイント低下し, 43.9となった.なお- 11月 く原数値前年同月差1柱8.9ポ
イント低下し- 39.8となったc
ll月の小売業販売額 く季節調整済前月比ー 確報ー 以下同じIは. 0.4%増,

大型小売店販売額は3.9%増となった.また,乗用車 く軽を含むlの新車登録
台数 く原数値前年同月比Jは. 11月o.6%増の後, 12月7.7%減となった.

eI 設
常

月期
同2.

ぶり
今

みる
製造
注 く
月は
物 く
月は
先

企菓

備投資は,緩やかに増加し
霧晋T雷禰許季霜丁
季節調整済前期比10.5%減
5%減ー 非製遣業同8.9%増
に増加しているo

吉誓
の後
Jと

る

ると,全産業の設備投資は- 2007年4ノ-6
. 2007年7ノ-9月期同4..4%増くうち製造業
なっておりl全産業,非製造業で2四半期

後の動向については,日本銀行 T企業短期経済観測調査Jく12月調査lを
とl全規模の2007牛度の設備投資計画く前年度比,は,全産業で6.8%増,
菓は6.9%増l非製造業は6.8%増となっている く第4表1.また- 機械受
船舶.電力を除く民需lは,季節調整済前月比で10月は12.7%増の後1 11

2.8%減となっている.国土交通省 r建築着工統計Jによる非居住用建集
民間う の工事予定額をみると, 10月は季節調整済前月比32.6%増の後1 11

同40.7%増となっている.
行きについては,当面,緩やかな増加傾向で推移すると見込まれるもののl
収益の改善に足踏みがみられることもあり,注視が必要であるo
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第4表 設備投資
く前年度比- %,

18年産 19年度
く計画l

全規模計
製造業
大企業
中小企業

非製造業
大企業
中小企業

9.4

13.4

11.7

25.9

7.2

9.1

1.4

6.8

6.9

10.8

-7.6

6.8

10.2

-2.9

1.9

0.1

-1.1

6.9

2.9

3.3

6.6

く資料出所1日 銀行r全国企業短期経済観測調査Jく2007年12月1
く注1 修正率は.前回調査く2007年9月lとの対比.
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4.4.

1%増の8.1万戸 く年率97.1万戸Iと2ケ月連続で増加した く第5図Io
新設住宅着工床面積は, 10月季節調整済前月比15.8%増の後1 11月は同6.1

%増となったo
先行きについてはl改正建築基準法施行の影響が当面続くと見込まれるo

月比でJ.月は6.0%減の臥.1月比でJ.月は6.0%減の臥.1
月は413%増となったoまた,公共工事請負金額くr公共工事前払金保証統計J,
をみると- 10月前年同月比3,2%減の後, 11月は同4.3%減となってV,るo

季節調整済前期比川.季節調整済前期比川.
11月は1.4%減となっており.四半期別では,平成1
平成19年7-9月期3.6%増となった く第6図1D
地域別には,アジア向け輸出ほ全体と.して増加.

に増加, EU向け輸出は緩やかに増加している.

霊合駄竿穿呈真架さ妄爵醜済前期比川-
11月は0.5%増となっており,四半期別では,平成1
平成19年7-9月期0.8%減となった く第6図1o
地域別には,アジアからの輸入は全体として横.

全体として緩やかに増加, EUからの輸入は緩やフ

く9

.2%増の後,
1.9%増の後,

月別で10月は
9年4.-6-月期

アメリカ向け輪出は緩やか

月別で二
L白年4-

ばvllア
かに減少

は2. 1%減の後l
期0.4%減の後,

0月

6月

メリカからの輸入は
しているo

なり- 輸出物価は同0.5%上昇 く同1.8%下落11輸入物価は同3.9%上昇 く同12.

6%上昇lとなった.
11月の消費者物価は,総合が前年同月比0.6%上昇く前月比0.2%下落lとなり.

生鮮食品を除く総合は同0.4%上昇 く同0.1%上昇1となった く第7図1o

期比で1 2007年4-6月期12.0%増の後, 2007年7-9月期o.7%滅 く製造業3.6
%減ー 非製造菓1.5%増Il季節調整値で2007年4-6月期前期比7.6%増の後,
2007年7-9月期同5.2%減 く製造業10.0%減l非製造業1.3%減う となったo
またl日本銀行 r企業短期経済観測調査Jく12月調査,によれば,企業の全規

模の2007年度の経常利益計画 く前年度比Iは, 2007年度通期では全産業1.1%の
増益,製造業2.4%の増益,非製造業0.1%の減益となっている.なお, 2007年度

上期では,全産業5.4%の増益,製造業7.8%の増益ー非製造業3.3%の増益の後,
下期では全産業2.9%.の減益,製造業2.5%の減益,非製造業3.3%の減益が見込
まれている く第8表Io
企業の業況判断D.I,くr良いJ - r悪いJlについて日本銀行r企業短期経済

観測調査Jく12月調査Iをみると,規模計で,全産業2ポイント く2ポイント悪
化l,製造菜9ポイント く横ばい11非製造菓-3ポイント く2ポイント悪化l
となっており,全産業l非製造業で悪化ー製造業で横ばいとなっているく第9表l.
倒産件数 く東京商工リサ-チ調ベIは1 12月1,097件で,前年同月比1.0%液と

なったo

2007年7-9月期の実質国内給生産 くGDPJ成長率は1季節調整済前期比0.
4%増く年率1.5%増lとなった.内外需別にみると-国内需要の寄与度は-O.1%,
財貨.サ-ビスの純輸出の寄与度は0.5%となった.また1名目GDPの成長率
は季節調整済前期比0.2%増となった く第10図I.

く5J
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第8表 経常利益

く月I

く前年同期ン比.%l
18年度
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19牢度

く計画1 上期警 下期

全歳模計
製造業
大企兼
中小企業
非製造菓
大企菓
中小企隻

10.1
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第9表 菓況判断
い卜r悪い遥 立こ%ポイント1

12月詞査

全規槙計
製遣菓
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非製遮菓
大企集
中小企こ

23

1

-1

19

2

-3

LJLJ
日本銀行r全国企業短期経済親測開査Jぐ2007牢1 2月I

-2

5

15

-3

-7

15

く資料出所1

第10図 国内絵生産 く前年比,四半期は.季鈴調葦済前期比. %1

舞JtED内暮生jE tGEPJ

l

06
1
工

1E rV l

く判
o6 07

IEI
E年.期I



3 雇用t失業

は同5は同5
1万人増と増加し- 6,441万人 く原数値は6,433万人ー 前年同月差23万人増Iと
なった.男女別には,男性が3,745万人 く前月差2万人滅ll女性が2,695万人
く同52万人増1となった く第11表1o

は同5は同5
4万人増と増加し1 5,55.8万人 く原数値は5,561万人1前年同月差67万人増1と
な
2,

と
日

つた く第13図l.男女別にはl男性が3,220万人 く前月差2万人減1,女性が
338万人 く同57万人増Jとなった く第11表Io 庫用形億別 く原数値Jにみる
,常雇が4,777万人く前年同月差71万人増l,臨時雇が671万人く同1万人増,.
雇が114万人 く同4万人減Jとなったo
呈ユ旦-旦畳旦塵-昼塵-数--上革業磨規模-卓人以上.季節調整済値く 確報lは,L前月

二二また-こ-----二蔽-吉フ珊き葡頂7E二二また-こ-----二蔽-吉フ珊き葡頂7E
O.2%増,パ-トタイム労働者は同o.7%増となったo

-- 11

月は前月差o,2%ポイント低下の3.8% く原数値は3.7%,前年同月差0.2%ポ1
イン,ト低下1となった.男女別には,男性が3.9% く前月差o.1%ポイント低
下l,女性が3.6% く同0.3%ポイント低下lとなったo

岩星安喜喜豪号暮叢諒墓馨発草与諜た意音喜普誓貢
は同11万人減と液少し, 252万人 く原数値は246万人l前
となったo男女別には,男性が151万人く前月差6万人減1
5万人減lとなったo
なお,求職理由別 く原数値lにみると1 11月は非自発

業者iま80万人 く前年同月差3万人嬢1- 白発的理由による
く同9万人減,.学卒未就職者は11万人 く同1万人増J-
失業者は57万人 く同2万人減1となった く第11表I.

前月差で減少したo
u�u�

年同月差13万.人減l
,女性が101万人 く同

的理由による離職失
離.職失業者は94万人
その他のヲ墾由による

月は月は
同41万人増と増加し, 6,694万人 く原数値は6,679万人,前年同月差10万人増1
となったo

巌鴇斉巌鴇斉
は同43万人減と減少し- 4,343万人 く原数値柱4,365万人l前年同月差7万人
増lとなったo 男女別にはl男性が1,443万人 く前月差7万人増I,女性が2,9
oO万人 く同49万人減フ となったo
労働力人ロ比率 く原数値lは, 11月は60,4% く前年同月と同永準,となっ

た.男女別には,男性が72J9% く前年同月差0.1%ポイント低下l-女性が48.
8% く同0.1%ポイント上昇Jとなった く第11表l.
就業率 く15歳以上人口に占める就業者の割合.原数値Iは, 11月は58.2%
仁前牢同月差0.1%ポイント上昇lとなったo

く2I有効求人数 く季節調整値,は,前月比3.1%減と5ケ月連続で減少したo
有効求職者数 く季節調整値1は,前月比o,2%減と5ケ月連続で減少したo

--薪規求人数 く季節詞整値lはl前月比5.4%減と6ケ月連続で減少したQ
新規求職者数 く季節調整値1は,前月比5.1%減と2ケ月連続で減少したo

闇奴求人倍率は, o.63倍 く前年同月差o.03ボイント低下lとなったo
新規求人 く季節調整債lを-般 く除パ-り とパ-トの別でみると. 11月は-

般は前月比4,9%減と6ケ月連続で減少しlパ-トについては同5.6%減と2ケ月
ぶりに減少したo 新規求職者数 く季飾詞整値l桔ー -般は前月比4.9%減と2ケ
月連続で減少し,パ-トについては同5.1%減と2ケ月連続で減少し.jto

く31産業別にみると1 11月の就業者数 く原数値lは,サ-ビス業壮前年同月差28万
人増,情報通信業壮同25万人増,教育,学習支援業は同10万人増と増加したのに
対しl卸売.小売業は同10万人減ー 製造菓及び飲食店,宿泊業は同9万人減,建
設業は同5万人減と減少した.またl運輸業及び医療,福祉では前年同月と同水
準であったo
また1 11月の新規求人 く原数値1は,医療l福祉は前年同期比7.3%増ー 教育ー

学習支接菓は同4.6%増と増加したのに対し,サ-ビス業は同19.4%減l建設業
は同14,7%液ー 卸売.小売業は同13.5%滅,製造菜は同10.6%減1情報通信業は
同8.8%減,運輸業は同7.0%減.飲食店,宿泊業は同5.9%減と減少したo
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く4I雇用に先行して動くと考えられる指標についてみるとl所定外労働時間 く事業
所規模5人以上1季節調整済指数,確報Iは,製造業では10月に前月比0.7%増
となった後.11月は同1.2%増,調査産菜計では10月に前月比0.1%増となった後1
11月は同1.2%減となったo
日本銀行 r全国企業短期経済観測詞査Jく12月調査Jによると1雇用人員判断

D.I.くr過剰J l r不足11は1全産業では110%ポイント く9月詞査より1%ポ
イント低下1となってVlる く第14図Io

厚生労働省 r労働経済動向調査Jによると, 2007年7-9月期に雇用調整を
実施した事業所剖合は11%となり2007年4-6月期に比べて2
した く第15図1c また- 2007牢10.-12月期に実施予定の事菜所割
年1-3月期に実施予定の事業所割合は10%となっている.

%ポイント低下
合は11%- 2008

4 賃金.労働時間

くl,藷藍驚章琴職
内訳をみると,所定内給与は前年同月比0.2%増 く-般労働者同0.7%増,

パ-トタイム労働者同0.4%増Iとなったほか,所定外給与は同o.4%増1特
別給与は同2.2%減となった く第16図ILo

またlきまって支給する給与は前年同月比0.2%増,く-般労働者同0.8%増1パ
-トタイム労働者は同0.4%増lとなったo

く21 11月の総実労働時間 く事業所親模5人以上l産業計,確報.以下同じlは156.0
滑牢滑牢

内訳をみると,所定内労働時間は144.7時間で前年同月埠1.7%増 く-般労
働者同2.4%増,パ-トタイム労働者同1.2%減1 1所定外労働時間は11.3時間で前年
同月比o.2%減 亡-般労働者同1.2%増,パ-トタイム労働者同6.3%減lとなっ
たo なおl月間出勤日数は20.1日で前年同月差o.3日増となったo

誌緒姦誌緒姦
而す%増,30-99人規模で同5.8%増. 5-29人規模で同11.2%減となったく第
17囲1o



第14図 雇用人員判断D. F,の推移 り過軌- r不足J単位こOJ.ポイント1
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1月の主要変更点 く概観部分J

-般経済の動向

12月 月例 1月 月例

景気はl -部に弱さがみられるもののl回復し
ているo

.企業収益臥改善に足踏み考ミみられるo設備
投資は,緩やかに増加しているo

. 雇用情勢は,厳しさが残るなかで,このとこ
ろ改蓉に足踏みがみられるo

. 個人消費は,おおむね横ばいとなっているo

.住宅建設はl下げ止まりつつあるもののl依
然として低い水準にあるQ

. 輸出は,増加してV-る.生産はl緩やかに増
加しているo .

先行きについては,企業部門が底堅く推移しl
景気回復が続くと期待されるo -方- サププライ

ム住宅ロ-ン間題を背景とする金融資本市場の変
動や原油価格の動向が内外経済に与える影響等に
は留意する必要がある.

景気は, -部に弱さがみられるものの,回復し
てt,1るo

I企業収益は,改善に足踏みがみられるo設備
投資はl緩やかに増加している.

1雇用情勢は1厳しさが残るなかでlこのとこ
ろ改善に足踏みがみられるo
.個人消費は,おおむね横ばvlとなっているo
住宅建設は, 持ち直しの動きがみられるもの

些L依然として低い水準にあるB
- 輸出はl増加しているo 生産は-緩やかに増
加している.

先行きについては,企業部門が底堅く推移し,
景気回復が続くと期待される. -方- サププライ

ム住宅ロ-ン間題を背景とするヱ土且盈匿直旦王
振れリスクや金融資本市場の変動l原油価格の動
向が内外経済に与える影響等には留意する必要が
あるoL

個別項目の判断

12月月例 1月月例

住宅建設 下げ止まりつつあるものの,依然
として低い水準にあるo

持ち直しの動きがみられるもの
の,依然として低い水準にあるo

輸入 緩やかに減少している8 横ばいとなっているo

消費者物価 横ばv-となってV-るo 三旦と三旦互迫製基皇里立吐是
しているが1基調としては横ばい
となっているo

く注l下線部は先月から変更した部分o


